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活動種別活動名
2月 3月6月

活動時期

伝票処理・契約事務

伝票処理・契約事務

11

月

12

月
1月7月

事務事業概要書

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、目的に賛同する茅ヶ崎・寒川暴力団排除推進協議会への負担金及

び茅ヶ崎・寒川防犯協会への補助金を負担します。

団体の活動支援及び育成を行うことにより、防犯活動を促進するとともに、防犯意識の高

揚を図ることを目的とします。

事務事業名

茅ヶ崎・寒川暴力団排除推進協議会負担金

茅ヶ崎・寒川防犯協会補助金

8月 9月
10

月
4月 5月

防犯関係団体育成事業

部名 課かい名 安全対策課市民安全部



根拠法令
抜粋

・茅ヶ崎市市民安全部安全対策課所管に係る補助金交付要綱

　犯罪のない明るい社会まちづくりを理想とし、防犯思想の普及高揚を図るとともに、効

果的な防犯活動を推進する。

(趣旨)

第１条　この要綱は、茅ヶ崎市市民安全部安全対策課が所管する補助金の交付について、

茅ヶ崎市補助金等の交付に関する規則(平成4年茅ヶ崎市規則第26号。以下「規則」とい

う。)に規定するもののほか、必要な事項を定めるものとする。

法的
実施根拠

あり
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事務事業名 地域防犯活動推進事業

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、「安全・安心まちづくり」構築し、地域防犯力向上を目的とした

活動支援や啓発活動等を実施します。

オレオレ詐欺や還付金詐欺に代表される主に高齢者をターゲットとした振り込め詐欺事件

は多く、その犯罪の未然防止に取り組みます。

地域での防犯に対する意識が高まっていることから、地域の防犯活動の核となる防犯リー

ダーの育成が必要です。そのための講座の開催や人材育成には、多くの市民の参加を促す

ための柔軟性をもった取り組みを検討するとともに、地域防犯活動に対する支援を充実し

ます。また、関係機関、関係団体と連携し防犯体制の強化に努めます。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

茅ヶ崎・寒川犯罪ゼロ推進会議 イベント開催

9月
10

月

11

月

地域防犯活動団体支援（防犯物品貸与） 事務作業全般

防犯ネットワーク会議 イベント開催

暴力団排除及び不当要求行為等対策研修会 職員向け研修

防犯啓発（振り込め詐欺対策） 周知・広報

地域防犯団体の相談 相談・問合せ対応

街頭緊急通報装置の維持管理、地域調整 設置・交換等対応

香川駅前防犯連絡所建物リース 伝票処理・契約事務



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋
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事務事業名 交番設置要望に係わる事務

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、都市化の進展による交通事故や犯罪の増加に対する社会的な諸施

策を講じ、社会秩序の維持徹底のため、地域の実情に応じた防犯対策等の拠点となる新設

交番の設置及び駐在所の交番への転換をすること。本市では、香川地区の人口及び治安状

況の推移、要望の経過、ＪＲ香川駅が位置すること等から判断して香川地区、松林地区、

鶴嶺西地区及び環境の変化が著しい状況から小和田地区への交番の設置、小出駐在所、西

久保駐在所、南湖駐在所の交番への転換を要望します。

平成１４年頃の犯罪増加以降、地域における防犯活動など様々な取り組みにより市内にお

ける犯罪発生件数は減少傾向にあるものの、凶悪な犯罪が発生している社会情勢であり、

治安を求める市民からは、香川駅前等に交番を設置するようにとの要望が寄せられていま

す。

地元要望の強い、香川駅及び小出駐在所の交番化実施に向けて、県、県警に要望します。

なお、神奈川県警察交番等整備基本計画の動向見据えた上で対応していきます。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

茅ケ崎警察署への依頼 事務作業全般

9月
10

月

11

月

県警察本部への依頼　　 事務作業全般

県への依頼 事務作業全般

該当地区住民との意見交換及び説明 相談・問合せ対応



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・神奈川県警察交番等整備基本計画

１ 計画の目的

この計画は、交番、駐在所及び警備派出所（以下「交番等」といいます。）を対象

に、県内全域の交番等を計画的かつ適正に配置することで、交番等で取り扱う事件事

故等への対応力を向上させつつ、安全・安心の拠り所となる交番等を持続的に機能さ

せていくことを目的とします。

併せて、平成２９年３月に策定された「神奈川県公共施設等総合管理計画」に基づく

警察関連施設の計画のうち、交番等整備に係る個別施設計画の基本方針として位置付

けることとします。
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事務事業名 ＬＥＤ防犯灯の設置及び維持管理による防犯対策事業

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、夜間の犯罪防止と交通安全の確保を図るため、環境面及び経済面

への配慮を踏まえ、ＥＳＣＯ事業を活用し、防犯灯の新設及び維持管理等を実施するとと

もに、防犯灯にかかる電気料及びＥＳＣＯ事業の対象とならない防犯灯の維持管理等を行

います。

また、自治会からの要望により、設置基準（隣り合う防犯灯同士の距離が概ね２５ｍ等）

を満たしたものについて防犯灯を新設しています。

防犯灯の効果としては、間接的に空き巣等の犯罪発生の抑制、人身事故の減少につながる

ものとなります。

【ＥＳＣＯ事業（Ｅｎｅｒｇｙ　Ｓｅｒｖｉｃｅ　Ｃｏｍｐａｎｙ）】

市と契約したＥＳＣＯ事業者が、蛍光灯型防犯灯を一斉にＬＥＤ化する工事と、既設のＬ

ＥＤ防犯灯を含むすべての防犯灯のその後の１０年間にわたる維持管理業務を合わせて行

うもの。市は、電気料が下がった一部をＥＳＣＯ事業の費用（サービス料）として、１０

年間に分割してＥＳＣＯ事業者へ支払う。

ＥＳＣＯ事業の効果として、平成２７年度決算と比較して、電気料は約２０,０００千円

（約４４%）削減、修繕料は約２４,０００千円（約９２%）削減、CO２は約４４０t（約

６１%）削減。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

新規設置の決定通知 通知等発送

9月
10

月

11

月

要望書受付 現場調査・訪問

新規設置の現地等確認 現場調査・訪問

新規設置 新設・修繕・建替工事

設置調査 現場調査・訪問

ESCO対象内外修繕、移設、開発に伴う移管 現場調査・訪問

負担金支払い 伝票処理・契約事務

今後の見直し等検討 検討

防犯灯の腐食等の状況把握 現場調査・訪問



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋
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事務事業名 交通安全教育及び啓発等事業

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、茅ヶ崎市における交通安全対策を検討・協議する「茅ヶ崎市交通

安全対策協議会」を開催し、関係機関、関係団体との連携強化を図りながら各種施策を実

施していきます。

茅ヶ崎市交通安全計画に基づき、子どもから大人まで幅広い層を対象とした交通安全教育

として、茅ケ崎警察署、交通指導員、まちぢから協議会交通安全担当部会、青少年育成推

進協議会、ＰＴＡ等の関係団体と連携して、申込団体と共に、市民の交通ルールと交通マ

ナー向上を図るための交通安全教室を実施します。

昨今の全国的に発生している交通事故の状況をふまえ、市内における交通安全の保持を図

るため、交通安全日のパトロールや全国交通安全運動実施期間における街頭指導及び横断

幕等の啓発物の掲出やキャンペーン等の啓発活動の実施、また、交通指導員の育成・指

導、啓発事業への交通指導員の派遣等について、交通安全指導等啓発業務として一般財団

法人茅ヶ崎地区交通安全協会へ委託することで、交通安全対策を推進します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

交通安全教室（園児、小中学校ほか）の申し込み 申請等受付

9月
10

月

11

月

交通安全対策協議会の開催 庁外調整・会議

交通安全教室の実施 市民等向け研修・講座

交通安全啓発活動（キャンペーンほか） 周知・広報

交通安全教育における庁内外連携 庁内調整・会議

一般財団法人茅ヶ崎地区交通安全協会との連携 事務作業全般

茅ケ崎警察署との連携 事務作業全般

交通安全啓発看板等の設置・維持管理 現場調査・訪問



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・交通安全対策基本法

（市町村交通安全計画等）

第２６条　市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町村交通安全

計画を作成するよう努めるものとする。

略

３　市町村交通安全計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。

一　市町村の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱

二　前号に掲げるもののほか、市町村の区域における陸上交通の安全に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事項

４　市町村長は、市町村の区域における陸上交通の安全に関し、当該年度において市町村

が講ずべき施策に関する計画（以下「市町村交通安全実施計画」という。）を作成するよ

う努めるものとする。この場合において、市町村交通安全実施計画は、都道府県交通安全

実施計画に抵触するものであつてはならない。

略
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事務事業名 交通安全計画の推進

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、交通安全対策基本法に基づき神奈川県が策定した「神奈川県交通

安全計画」を基に、交通事故を防止し、交通事故死者数を限りなくゼロに近づけ、市民が

安全で安心に暮らせるまちづくりを推進することを目的とした「茅ヶ崎市交通安全計画」

を策定し、市と市民が、警察及び関係機関・団体等と協力して交通安全施策に取り組んで

います。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

茅ヶ崎市交通安全計画推進会議の開催 庁内調整・会議

9月
10

月

11

月

第１１次茅ヶ崎市交通安全計画の進行管理 事務作業全般

個別施策担当課への照会 庁内調整・会議

計画アドバイザーへの意見聴取 意見聴取

年度報告書の作成 事務作業全般



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・交通安全対策基本法

（市町村交通安全計画等）

第２６条　市町村交通安全対策会議は、都道府県交通安全計画に基づき、市町村交通安全

計画を作成するよう努めるものとする。

略

３　市町村交通安全計画は、おおむね次に掲げる事項について定めるものとする。

一　市町村の区域における陸上交通の安全に関する総合的かつ長期的な施策の大綱

二　前号に掲げるもののほか、市町村の区域における陸上交通の安全に関する施策を総合

的かつ計画的に推進するために必要な事項

４　市町村長は、市町村の区域における陸上交通の安全に関し、当該年度において市町村

が講ずべき施策に関する計画（以下「市町村交通安全実施計画」という。）を作成するよ

う努めるものとする。この場合において、市町村交通安全実施計画は、都道府県交通安全

実施計画に抵触するものであつてはならない。

略
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事務事業名 通学路安全対策事業

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、市内全域に設置されている通学路表示板について、交換・設置等

の手続きを行います。

通学路及び生活道路の交通安全対策ついて、必要に応じて茅ヶ崎市交通安全対策連絡調整

会議を開催し、調査・検討します。

各学校からの要望が取りまとめられ行われる通学路合同点検の結果等に基づき、看板の設

置等を行います。

児童の交通安全に資することを目的に、注意喚起看板の設置等、小・中学校の通学路にお

ける安全対策に関する施策を実施します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

通学路合同点検・調査 現場調査・訪問

9月
10

月

11

月

通学路表示板（文マーク）交換設置 事務作業全般

茅ヶ崎市交通安全対策連絡調整会議の開催　 庁内調整・会議

通学路合同点検・対応 設置・交換等対応



法的
実施根拠

なし

根拠法令
抜粋
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事務事業名 放置自転車対策事業

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、「茅ヶ崎市自転車等の放置防止に関する条例」を制定し、公共の

場所への自転車等の放置を防止することで、良好な生活環境を保持します。

併せて、非常時の円滑な緊急活動を可能にし、安全な市民生活を確保します。

啓発員による放置自転車防止啓発活動を強化します。

自転車駐車場の利用を誘導します。

指導した放置自転車の返還対応及び移動保管料の徴収を実施します。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

放置自転車等運搬及び臨時自転車置場整理（委託業務） 伝票処理・契約事務

9月
10

月

11

月

放置自転車等監視指導（委託業務） 伝票処理・契約事務

西久保保管場所管理関係（委託業務） 伝票処理・契約事務

西久保保管場所維持管理（保険・警備システム・土地賃借） 伝票処理・契約事務

保管自転車等売却処分（委託業務） 伝票処理・契約事務

放置自転車等リサイクル業務 現場調査・立合

軽トラック維持管理（車検・点検） 依頼・伝票処理

放置自転車禁止区域（警告札・看板標識・条例対応） 事務作業全般

放置自転車の引き取り（公示・通知） 通知等発送

放置自転車等の受付業務 相談・問合せ対応



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・茅ヶ崎市自転車等の放置防止に関する条例

(目的)

第１条　この条例は、公共の場所に自転車等が放置されることを防止することにより、良

好な生活環境を保持し、併せて非常時における緊急活動の円滑化を図り、もって安全で快

適な市民生活を確保することを目的とする。
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事務事業名 自転車駐車場管理運営及び施設整備事業

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、９箇所の市営自転車駐車場の管理運営を行い、利用者に対し良好

なサービスを提供します。

併せて、駅周辺の放置自転車対策と円滑な交通機能を確保し、以て駅周辺における良質な

住環境を創出します。

今後１０年以内に建物の耐用年数を迎える施設が複数あるため施設の維持管理に努めると

ともに、運営方法を含めた駐輪場の在り方や市営自転車駐輪場全体の今後の方向性を検討

していきます。

※現指定管理期間が今年度で終了するため来年度以降の指定管理者の公募、選定、契約等

の業務を行う

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

電柱等使用料（歳入）・アンテナケーブル共架料（歳出） 伝票処理・契約事務

9月
10

月

11

月

自転車駐車場自動券売機リース 伝票処理・契約事務

自転車駐車場土地賃借（３か所） 伝票処理・契約事務

市営自転車駐車場９箇所の指定管理（協定、モニタリング・苦情等）（歳入） 事務作業全般

指定管理者の公募・選定・契約 事務作業全般

市営自転車駐輪場の見直し検討 検討

自転車駐車場コロナ減収への対応 検討

自転車駐輪場の在り方の検討 検討



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・自転車の安全利用の促進及び自転車等の駐車対策の総合的推進に関する法律

（自転車等の駐車対策の総合的推進）

第５条　地方公共団体又は道路管理者は、通勤、通学、買物等のための自転車等の利用の

増大に伴い、自転車等の駐車需要の著しい地域又は自転車等の駐車需要の著しくなること

が予想される地域においては、一般公共の用に供される自転車等駐車場の設置に努めるも

のとする。

・茅ヶ崎市自転車駐車場条例

(趣旨)

第１条　この条例は、茅ヶ崎市自転車駐車場の設置及び管理に関し必要な事項を定めるも

のとする。

（設置、名称及び位置）

第２条　自転車駐車場を確保することにより、市民の利便に資するため茅ヶ崎市自転車駐

車場（以下「駐車場」という。）を設置し、その名称及び位置は、次のとおりとする。

名称 　　　　　　　　　　　　位置

新栄町第一自転車駐車場 　　　茅ヶ崎市新栄町１３番４５号

新栄町第二自転車駐車場 　　　茅ヶ崎市新栄町１３番４５号

新栄町第三自転車駐車場 　　　茅ヶ崎市新栄町１２番１２号

ツインウェイヴ北自転車駐車場 茅ヶ崎市新栄町３番３４号

ツインウェイヴ南自転車駐車場 茅ヶ崎市共恵一丁目９番１５号

幸町自転車駐車場 　　　　　　茅ヶ崎市幸町２１番７号

幸町第二自転車駐車場 　　　　茅ヶ崎市幸町３番２４号

共恵自転車駐車場 　　　　　　茅ヶ崎市共恵一丁目２番１３号

本宿町自転車駐車場 　　　　　茅ヶ崎市本宿町１１番５９号

（駐車場の管理）

第３条　駐車場の管理は、指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４

条の２第３項に規定する指定管理者をいう。以下同じ。）に行わせるものとする。
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事務事業名 自動車駐車場管理運営事業

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、自動車駐車場の管理運営を行い、利用者に対し良好なサービスを

提供します。併せて、駅周辺の違法駐車対策と円滑な交通機能を確保し、以て駅周辺にお

ける良質な住環境を創出します。

また、茅ヶ崎第１駐車場については、令和３年３月３１日をもって運営を終了しいること

から、今後は定期借地権設定契約にて民間事業者に土地の貸付を行います。今後について

は、茅ヶ崎第２駐車場、茅ヶ崎第３駐車場及び茅ヶ崎第４駐車場を行政拠点地区駐車場と

して運営します。

茅ヶ崎第２，３，４駐車場はタイムズ株式会社連合体が、東海岸南自動車駐車場は公益財

団法人茅ヶ崎市シルバー人材センターをそれぞれ指定管理者としており、事業者のノウハ

ウ等を導入することにより、より利便性の高い駐車場運営を図っていく。

※現指定管理期間が今年度で終了するため来年度以降の指定管理者の公募、選定、契約等

の業務を行う

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

第１駐車場関係（土地利活用事業） 庁外調整・会議

9月
10

月

11

月

東海岸南自動車駐車場の指定管理（賃貸借契約、協定、モニタリング・苦情等）（歳入） 伝票処理・契約事務

行政拠点地区駐車場の指定管理（複合施設との調整、修繕、協定、モニタリング・苦情等）（歳入） 伝票処理・契約事務

毎月のモニタリングの実施 庁外調整・会議

自動車駐車場コロナ減収への対応（シルバー） 検討

自動車駐車場コロナ減収への対応（タイムズ） 検討

指定管理者の公募・選定・契約 事務作業全般



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・茅ヶ崎市駐車場条例

(趣旨)

第１条　この条例は、茅ヶ崎市駐車場の設置及び管理に関し必要な事項を定めるものとす

る。
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事務事業名 駐車場法に基づく路外駐車場に係る届出等

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、駐車場法による届出を受け処理をする事務を遂行します。

① 都市計画区域内に位置している駐車場（茅ヶ崎市は全域が都市計画区域である。）

② 自動車の駐車の用に供する部分（車室のみ）の面積が500㎡以上であること。

③ 料金を徴収する駐車場であること。

④ 不特定多数の方が利用できる駐車場であること。

以上４つの要点を全て満たした駐車場のみ、駐車場法に基づく設置届出等の手続きが必要

となります。

なお、届出があった際には、図面等の添付書類、届出・記載内容の不備等を確認します

が、料金設定や駐車場内のレイアウト等に対して市側から指導するものではありません。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月9月

10

月

11

月

駐車場法に基づく、路外駐車場の審査 申請等受付



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・駐車場法

(用語の定義)

第２条

２　路外駐車場　道路の路面外に設置される自動車の駐車のための施設であつて一般公共

の用に供されるものをいう。

(駐車場整備地区内の路外駐車場の整備)

第１０条　国土交通大臣、都道府県又は市町村は、駐車場整備地区に関する都市計画を定

めた場合においては、その地区内の長時間の自動車の駐車需要に応ずるために必要な路外

駐車場に関する都市計画を定めなければならない。

２　地方公共団体は、前項の都市計画に基いて、路外駐車場の整備に努めなければならな

い。
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事務事業名 特定開発事業における指導業務

事務事業概要書

部名 市民安全部 課かい名 安全対策課

事業概要

まちの機能維持に必要不可欠な事業である市民の安全・安心の確保に対応するための事業

を着実に実行するため、特定開発事業者に対し、自動車駐車場、駐輪場、荷さばき駐車

場、防犯灯の設置整備を求め、秩序あるまちづくりの促進、良好な都市環境の形成を図り

ます。

活動名 活動種別

活動時期

4月 5月 6月 7月 8月 3月
12

月
1月 2月

特定開発事業に伴う公益的施設の審査 協議・回答・検査

9月
10

月

11

月

特定開発事業に伴う公益的施設の審査 申請等受付

特定開発事業に伴う公益的施設の審査 現場調査・訪問

特定開発事業に伴う公益的施設の審査 相談・問合せ対応



法的
実施根拠

あり

根拠法令
抜粋

・茅ヶ崎市のまちづくりにおける手続及び基準等に関する条例

（目的）

第１条　この条例は、建築及び一定規模以上の開発行為に関し、必要な手続き及び公共施

設、公益的施設等の整備の基準その他必要な事項を定めることにより、秩序あるまちづく

りの促進を図り、もって良好な都市環境を形成することを目的とする。

（防犯灯）

第２８条　略

（自転車置場）

第３１条　略

（自動車駐車場）

第３２条　略

（荷さばき駐車場）

第３３条　略


